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本日お話したいこと

１．地球温暖化問題とは

２．温室効果ガスが寄与

３．地球温暖化防止対策推進のための

国際連携の枠組みは

４．温室効果ガスを削減するには

５．再生可能エネルギーと原子力が鍵

2



１．地球温暖化問題とは

世界の国々の中で、白く光り輝いているものは何でしょうか？中東地域の石油や天然ガスの炎のほか
に、山火事や焼畑の光、漁火などもありますが、この多くは電気の灯なのです。

宇宙からみた夜の地球

南半球よりも北半球の方が輝いているのは、先進国は北半球に多くあるためであり、いかに多くのエネ
ルギーを利用しているか、この図から読み取れます。
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現在の地球平均気温 14℃
（温室効果ガスがないと－19℃）

最大4.8度気温上昇
（IPCC第5次評価報告書）
1986～2005⇒2081～2100
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IPCC第５次評価報告書 将来の世界平均気温
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地球温暖化の影響
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世界 日本

主な排出要因

二酸化炭素
石炭火力、排気
ガス（自動車・
工場）、焼畑、
火山、山火事
メタン
畜産、ゴミの埋
め立て、天然ガ
ス、メタンハイ
ドレード
一酸化二窒素
畜産
フロン
オゾン層減少

２．温室効果ガスが寄与



地球大気中のCO₂濃度の変化
出典：世界気象機関2019年11月データ
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1800年：２８０ｐｐｍ
１９８５年：３４５ｐｐｍ
（年間２ｐｐｍUP)

２０１６年：４００ｐｐｍ
（年間５ｐｐｍUP)

２０１９年：４１５ｐｐｍ



ｐｐｍ：
parts per million
100万分の1 

ｐｐｂ：
Parts per billion
10億分の１
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日本：OECD35ヶ国中27位
（エネル

ギー白書2019）
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日本：2017年速報では全世界の2.7％（エネ
庁）

90.4憶トン

48.4憶トン

１３．７憶ト
ン



３．地球温暖化防止対策推進のための国際連携の枠組みは

ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル:国連機関1988設立）

「国連気候変動枠組条約」：（UNFCCC）1992年196か国締約

第１作業部会(WGⅠ)
（科学的根拠）

第２作業部会(WGⅡ) 第５次報告書(2014)

（影響、適応、脆弱性）

第３作業部会(WGⅢ)
（気候変化に対する対策）

インベントリー・タスクフォース(TFI)
(国別の排出量・吸収量の目録策定のための方法論の作成／改定）

IPCC
総会

各国政府推薦の科学者

ＣＯＰ＊
第１回 1995 ベルリン
第３回 1997 京都

京都議定書の採択
第16回 2010  カンクン

カンクン合意
第21回 2015  パリ

パリ協定
第25回 2019  マドリード
第26回 2021   グラスゴー

＊国連気候変動枠組条約締約国会議

反映
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温室効果ガス削減：国際条約「パリ協定」
～2℃未満目標・ゼロエミッション社会への野心的挑戦～

❏ パリ協定合意内容：紳士協定と自主努力

① 目標達成に向け全ての国が自主努力

② 気候変動枠組条約の全加盟国196ヶ国が参加

2016-11-4発効。2019-11-４、米国の正式離脱通告。

③ 長期努力目標：世紀後半までに「脱炭素化+ゼロエミッション」

- 産業革命前からの平均気温上昇を「2℃未満」に抑制

（大気中のCO₂濃度を450ｐｐｍ以下にする）

- 更に、平均気温上昇を「1.5℃未満」を目指す

- 各国は対策を国連に提出し5年毎に目標見直し実施義務

- 削減対策の進捗を2年毎に報告し、ピアレビューを受ける

☆ 2020年より各国の自主削減活動が本格始動！
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COP21パリ協定（2015.12）
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2017年8月 米国大統領 パリ協定脱退を国連に
通達



我国の2050年に向けた温室効果ガス削減計画

削減目標：2030年度26%削減、2050年80％削減を目指す
基本的考え方：環境・経済・社会の統合的向上に資する施策
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1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

排出量
（億トンCO2換

算） 2030年度
2013年度比
26%減

（3.66億トン減）

2050年
80%減

11.26憶トン減

吸収源

吸収源基準年度 排出量
2013年度 14.08億トン
2005年度 13.97億トン

※削減目標決定時の数値

基準年基準年

（出所）「2016 年度の温室効果ガス排出量（速報値）」及び「地球温暖化対策計画」から作成（小野洋氏資料より）
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我が国のエネルギー起源CO2排出量の長期的な推移(社会的背景)

<出典> EDMC/エネルギー・経済統計要覧（2020年版）（（財）日本エネルギー経済研究所）をもとに作成
※ここで使用している「EDMC/エネルギー・経済統計要覧」のエネルギー起源CO2排出量は「温室効果ガスインベントリ」のエネルギー
起源CO2排出量と異なることに注意が必要である。

⚫エネルギー起源CO2排出量は、1965年度から2018年度までに177.1%増となっている。

〈1965～1973年度〉
高度経済成長によるエネル
ギー消費量の増大
【経済活動要因】

〈1974～1982年度〉
第1次、第2次オイルショック後
の省エネの進展
【エネルギー消費原単位要因】

〈1988～1990年度〉
バブル景気によるエネル
ギー消費量の増大
【経済活動要因】

〈2008～2009年度〉
世界的な経済危機
の影響に伴う景気後
退によるエネルギー
消費量の減少
【経済活動要因】

〈1994年度〉
バブル崩壊からの生産
活動の回復、猛暑・渇水
による電力消費量増加
と水力発電量低下
【経済活動要因】【電力
排出係数要因】

〈2007年度〉
中越沖地震による柏崎
刈羽原発の運転停止
【電力排出係数要因】

〈2010年度〉
世界的な経済危
機からの回復に
よるエネルギー
消費量の増大
【経済活動要因】

〈1998年度〉
アジア・国内の金融危機
に伴う景気後退によるエ
ネルギー消費量の減少
【経済活動要因】

〈2002年度〉
原発の不正隠し問題
に起因する原発設備
利用率の低下
【電力排出係数要因】

〈2011～2013年度〉
震災後の原発停止によ
る火力発電量の増加
【電力排出係数要因】

〈2001年度〉
ITバブル崩壊による
エネルギー消費量の
減少
【経済活動要因】

〈2003～2004年度〉
景気拡大によるエネ
ルギー消費量の増大
【経済活動要因】

〈2014～2018年度〉
再生可能エネルギーの導入拡大
や原発の再稼働による電力の排
出係数の改善、省エネの進展等
によるエネルギー消費量の減少
【電力排出係数要因】
【エネルギー消費原単位要因】

排出量増加主要因
・景気拡大
・原子力発電停止に伴
う火力発電量増加



４．温室効果ガスを削減するには

資源エネルギー庁

国民の経済水準を保ちながら
CO２排出量を減らすには
❶低炭素化と❷省エネ
鍵は電力部門の原子力と再エネ

GDP：国内総生産
年間の国の儲けを示す

⇒
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2018年度の二酸化炭素排出量の内訳 （電気・熱配分後）



資源エネルギー庁 日本のエネルギー2029年度版

内電力分
CO2排出量の

45%
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出典； 電事連原子力・エネルギー図面集２０１６

各種電源のライフサイクルCO2排出量

非化石燃料電源



エネルギー起源ＧＨＧ排出量（削減目標）

・エネルギー起源GHGの
うち、電力分野の排出量
は
2013年は5.7億トン(46%)
2015年は5.2億トン(43%)
2030年目標は3.6億トン
38％。
・他分野の排出低減に向
けて政府一体の取り組み
が重要。
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EU 29.8%

ドイツ 35.3%

イタリア 39.7%

カナダ 65.2%

イギリス 33.5%

中国 25.0%

アメリカ 17.0%

ロシア 17.3%

日本 17.8%

フランス 19.6%

⚫主要国の2018年（EU、中国は2017年）における発電量に占める再生可能エネルギーの割合は、カナ
ダが最も高く、イタリア、ドイツが続く。一方、最も低いのはアメリカで、日本は3番目に低い割合となってい
る。

主要国の発電量に占める再生可能エネルギーの割合の推移

※EU、中国は2017年値までとなっている。
※EUにはイギリスが含まれている。
※IEAが独自の算定方法で推計した数値であり、総合エネルギー統計やエネルギー需給実績で公表されている我が国の数値とは異なる。

<出典> World Energy Balances 2019（IEA）をもとに作成

５．再生可能エネルギーと原子力が鍵
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２０３０年電源構成目標
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2018年度
地熱:   0.22%
ﾊﾞｲｵﾏｽ:2.2%
風力:   0.69%
太陽光: 6.5%
水力:    7.8%
計 17.4%



再エネ電源の種類と特徴・課題
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原子力
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再エネ電源の種類、特徴と課題

○変動型再エネ電源（太陽光、風力）
・発電出力（ｋＷ）、電力量（ｋＷｈ）が、自然条件（日照、気象）に左右
（変動）され、予測不可、調整不可であり、電力需要に合わせた発電
が出来ない

・エネルギー密度が低いため、広大な土地を必要とする
・海外と比べ発電コストが高い
・再エネ賦課金が電気料金を押し上げている

○安定型再エネ電源（水力、地熱、バイオマス等）
・原子力、火力と同様に、自然条件に左右されず出力調整が容易
・立地等の制約が大きく、今後の大規模開発は難しい。地域利用に
向いている
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35資源絵ベルギー庁 エネルギー情報懇談会資料

2050年に向けたエネルギー技術について

ccus
Carbon dioxide
Capture Utilization 
and Storage
二酸化炭素回収・利
用・貯留技術



まとめ（１）

•産業革命以降の気温上昇データから、地球温暖化は確
実に進んでいる。

•このまま対策をとらなければ100年後には最大4.8℃
上昇する。

•その要因は主にCO2の濃度上昇によるものとされ、国
連の下、196か国による温暖化防止のための会議が毎
年開かれている。
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まとめ（２）

•我国は2030年度及び2050年度までに2013年比で各々
26%、80%のCO2削減を約しており、電力部門の脱炭
素化、省エネ（産業部門の効率化等）等に努めている
が、鍵となる電力部門の再エネ及び原子力は、各々普
及上の課題、社会的受容性から先は明るくない。

• 2050年に向けては野心的な種々の技術的、社会的試
みが計画されているが、その不確実性は高い。

•原子力は、知事の同意さえ得られれば再稼働が可能で、
また、リプレースによる新設によりCO2削減に大きく
貢献できるので 国の温暖化防止政策において避けて
通れない。



終わり

ご清聴ありがとうございました
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